
デイサービスセンター  サンライフ御立運営規程  

 

   第１章  総則  

（事業の目的）  

第１条  社会福祉法人ささゆり会が開設する、デイサービスセンター  サンライフ御立 （以下 「事業

所」という ）が行う指定通所介護事業、介護予防通所介護事業、第一号通所介護事業（以下

「事業」という）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する項目を定め、事業

所の生活相談員または看護職員、介護職員等の従事者（以下「職員」という）が、社会的孤立

感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的・精神的負担の軽減を図るため、

要介護状態、要支援状態にある高齢者に対し、適正な「通所介護、介護予防通所介護及び

総合事業通所介護（以下「通所介護等」という） 」を提供することを目的とする。  

 

（運営の方針）  

第２条  事業所の職員は、要介護者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護等日常生活上必要な世話及び機能

訓練を行う。  

  2 事業者は、在宅における要支援者が事業所を利用することにより社会的孤独感の解消・心身機

能の維持向上、更に自立的生活の助長等の援助を行うと共に、家族の身体的・精神的な負担

の軽減を図るように努める。  

  3 事業者は、要支援者の心身の特性を踏まえて、その利用者が可能な限りその居宅において、自

立した日常生活を営むことが出来るよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行うこと

により心身機能の維持回復を図ると共に生活機能の維持又は向上を目指すものとする。  

 

（事業所の名称等）  

第３条  事業を行う事業所の名称及び所在地は次の通りとする。  

(１ )  名称   デイサービスセンター  サンライフ御立  

(２ )  所在地  姫路市御立東５丁目１－１  

 

（利用定員）  

第４条  事業所の利用定員は、通所介護事業・介護予防通所介護事業・第一号通所介護事業とあわ

せて 35 名とする。  

 

 

   第２章  職員及び職務内容  

（職員の職種、員数、及び職務内容）  

第５条  事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は次の通りとする。  

(１ )  管理者     ：  １名  

事業所と従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、事業に関する法令等

の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。自らも通所介護等の提供にあ

たるものとする。また、通所介護計画書、介護予防通所介護計画、総合事業通所介護計

画（以下「個別サービス計画」と言う）の作成の支援、確認を行い利用者又は家族に対し、

その内容について説明を行うものとする。利用者に対するサービスの提供状況等について、

サービスの提供に係る介護予防計画を作成した地域包括支援センターに報告するととも

に、総合事業通所介護計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少

なくとも 1 回は総合事業通所介護計画の実施状況の把握を行うものとする。  

   (２ )  生活相談員   ：  １名以上  

     利用者の日常生活所の相談及び個別サービス計画の作成にあたる。  

   (３ )  看護職員    ：  １名以上  

     利用者の健康保持のための適切な措置をとる。  

   (４ )  介護職員    ：  5 名以上  

     利用者に対し、個別サービス計画に基づいて日常生活が自立した生活を送れるように支援

する。  

   (５ )  機能訓練指導員   １名以上    

       利用者の個別機能訓練計画を作成し、機能回復、機能維持及び予防に必要な訓練及び指導

に従事する。  

２  前項に定めるものの他必要がある場合は、定員を超え又はその他の職員を置くことができ

る。   

 

３  職員毎の事務分掌及び日常業務の分担については、管理者が別に定める。  

 

（営業日及び営業時間）  

第６条  事業所の営業日及び営業時間は、次の通りとする。  

(１ )  営業日       ：月曜日から土曜日までとする。定休日  日曜日  

（年始 1/1～ 1/３までは除く）  

(２ )  営業時間      ：午前８時００分～午後５時３０分までとする。  

(３ )  サービス提供時間  ：午前８時３０分～午後 4 時３０分までとする。  

 

 

   第３章  通所介護等の内容及び利用料  

（通所介護等の内容及び料金その他の費用の額）  

第７条  通所介護等の内容は次の通りとし、通所介護、介護予防通所介護を提供した場合の利用料
の額は、介護報酬の告示上の額とし、第一号通所介護を利用した場合の利用料の額は、保険

者が定める額とし、当該通所介護等が法定代理受領サービスであるときは、利用料のうち各

利用者の負担割合に応じた額の支払いを受けるものとする。  

(介護報酬告示）は、事業所の見やすい場所に掲示する。 ) 

   (1) 入浴サービス  

   (2) 給食サービス  

(3) 生活相談（相談・援助等）  

(4) 機能訓練・レクリエーション  

(5) 健康チェック  

(6) 送迎  

(7) 個別機能訓練サービス  

  ２  事業者は、前項の支払いを受ける額の他、次の各号に掲げる費用の支払を利用者  

   から受けるものとする。  

   (1)  通所介護等に通常要する時間を超える指定通所介護等であって、利用者の選定に係るも

のの提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の通所介護等に係る居宅介護サー

ビス基準額又はサービス費用基準額を超える費用  

   (2) 食費    施設料金表又は委託業者料金表により定められた費用  

   (3) おむつ代（実費）  



   (4) ノート・クリアケース代  施設料金表に定められた費用  

   (5)  前号に掲げるもののほか、通所介護等の提供において提供される便宜のうち、日常生活に

おいても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認

められる費用  

  ３  前項の費用の支払を受ける場合には、利用者又はその家族に対し事前に説明をした上で、支

払いに同意を得る事こととする。  

 

 

 

（通常の実施地域）  

第８条   通常の事業の実施地域は、次のとおりとする。  

(1)  姫路市（灘中・大津中・朝日中・網干中・林田中・大的中・家島中・坊勢中学校区を除く）

とする。  

    

 

 

第４章  運営に関する事項  

（通所介護等の取り扱い方針）  

第９条  通所介護等は要介護者の心身の特性・介護予防支援等におけるアセスメントにおいて把握

された課題、総合事業通所介護の提供による課題に係る改善状況などを踏まえ、その利用者

が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことが出来るよう、効率的かつ柔

軟なサービスの提供に努め、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行う。サービスの提供

に当たり、事前に脈拍や血圧等を測定する等、利用者の当日の体調を確認するとともに、無

理のない適度なサービス内容とする。  

  ２  通所介護等の提供にあたっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に対し、サービス

の提供方法等について、理解しやすいように、説明を行う。  

  ３  通所介護等の提供にあたっては、当該利用者及び他の利用者等の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行わ

ない。  

なお、緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その対応及び時間、その際の利用者の

心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録しなければならない。  

  ４  通所介護等の提供にあたっては、褥瘡が発生しないよう適切な支援を行うとともに、その発生

を防止するための体制を整備します。  

  ５  通所介護等の提供にあたっては、感染症対策及び食中毒の発生やまん延を防ぐため、感染

症対策委員会を定期的に開催し、職員の周知徹底し、感染症対策指針を作成し、職員への

研修を定期的に行うものとします。  

  ６  通所介護等の提供にあたっては、事故発生・再発防止のための措置として、事故発生時の対

応等の指針を整備し、事故発生の報告、分析、改善策の職員への周知徹底を図る体制を整

備するとともに、事故防止のための委員会、職員への研修を定期的に行うものとします。  

  ７  通所介護等の提供にあたっては、利用者に病状の急変等が生じた場合に備え、緊急時マニュ

アル等を作成し、職員に周知徹底を図るとともに、速やかに主治の医師への連絡を行えるよう、

緊急時の連絡方法をあらかじめ定めるものとする。  

  ８  事業所の担当者は介護支援専門員の個別サービス計画書の提出の求めに応じるよう協力す

るものとする。  

 

（サービス利用にあたっての留意事項）  

第 10 条  利用者は通所介護等の提供を受ける際に、次の事項について留意するものとする。  

  １  サービスの利用にあたっては、医師の診断や日常生活上の留意事項、利用当日の健  

   康状態等を職員に連絡し、心身の情況に応じたサービスの提供を受けるよう留意する。  

  ２  入浴サービスを利用する際の留意事項  

(1) 病気、その他の理由により入浴が出来ない場合は事前に申し出る。  

(2) 体調に変化があれば職員の指示に従う。  

  ３  給食サービスを利用する際の留意事項  

(1) 食事内容、摂取方法等変更があれば職員の指示に従う。  

(2) 体調に変化があれば職員の指示に従う。  

  ４  機能訓練サービスを利用する際の留意事項  

(1) 利用当日の健康状態等を職員に連絡すること。  

(2) 医師の指示等機能訓練内容に変更がある場合は事前に申し出る。  

(3) 体調に変化があれば職員の指示に従う。  

  ５  送迎サービスを利用する際の留意事項  

(1) 送迎時間、送迎方法に変更がある場合は事前に申し出る。  

(2) 体調に変化があれば職員の指示に従う。  

  ６  個別機能向上サービスを利用する際の留意事項  

(1) 個別機能訓練サービスの提供が必要となる者に対し、利用者又はその家族の同意のもと

看護職員が中心となって、個別機能訓練計画に基づいたサービスを提供する。  

(2) 医師の指示等機能訓練内容に変更がある場合は事前に申し出る。  

(3) 体調に変化があれば職員の指示に従う。  

 

（サービス提供困難時の対応）  

第 11 条  通常の事業の実施地域などを勘案し、利用者に対し自ら適切な通所介護等を提供すること

が困難であると認めた場合は、当該利用申込者に係る地域包括支援センター、居宅介護

支援事業者等への連絡、適切な他の通所介護事業者等を紹介し、その他必要な措置を速

やかに講じる。  

 

（掲示）  

第 12 条  通所介護、介護予防通所介護、総合事業通所介護を行う事業所の見やすい場所に、運営

規程の概要、職員等の勤務体制その他利用者申込者のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を掲示する。  

 

（秘密保持等）  

第 13 条  通所介護事業、介護予防通所介護事業、第一号通所介護事業に従事する職員及び職員

であった者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏ら

さない。  

 

（地域包括支援センター等に対する利益供与の禁止）  

第 14 条  通所介護事業・介護予防通所介護事業・第一号通所介護事業者は、地域包括支援センタ

ー、居宅介護支援事業者等並びにその職員に対し特定の利用者によるサービスを利用さ

せることの代償として、金品その他の財産上の利益供与を行わない。  

 

（苦情処理）  



第 15 条  提供した通所介護事業、介護予防通所介護事業、第一号通所介護事業に係る利用者から

の苦情に迅速かつ適切に対応するために  相談窓口等を設置し、苦情の内容に配慮して

必要な措置を講ずる。  

  2  提供した通所介護等に関し、保険者又は国民健康保険団体連合会から指導又は、助言を受

けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う。  

 

（衛生管理）  

第 16 条  事業所は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛

生的な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じるものとする。   

２  施設において、食中毒及び感染症が発生し、又は蔓延しないように必要な措置を講じるもの

とする。また、これらを防止するための措置等について、必要に応じ保健所の助言、指導を求

めるとともに、密接な連携を保つものとする。  

 

（会計区分）  

第 17 条  通所介護等の経理区分で一体的に会計処理する。なお、この場合、それぞれの事業の収

支分析を行う観点から、セグメント等によりその内容を明らかにしておかなければならない。  

 

（記録の整備）  

第  18 条  設備、備品、職員及び会計に関する諸記録を整備しておく。  

  2 利用者に対する通所介護等の提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存す

る。  

 

（虐待防止に関する事項）  

第 19 条  事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講じるものとする。  

(1)虐待を防止するための職員に対する研修の実施。  

(2)虐待防止の対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について職員に周知

徹底を図る。  

(3)虐待防止のための指針を整備する。  

(4)職員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施すること。  

(5)上記措置を適切に実施するための担当者を設置する。  

２  職員は、入居者に対し、身体的苦痛を与え、人格を辱める等の虐待を行ってはならない。  

３  事業所は、サービス提供中に、当該事業所職員又は養護者（利用者等高齢者を現に養護する

者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市に通報するもの

とする。  

 

（ハラスメント対策）  

第  20 条  施設は、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって

業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防止する

ため、次の措置を講じるものとする。  

 ２  ハラスメント防止のための指針を策定する。  

 ３  ハラスメント相談窓口を設置する。  

 ４  施設は、ハラスメントの防止のため、指針の周知徹底と事案が発生した際の原因と再発防止な

ど、適切な再発防止策を講じるものとする。  

 

 

   第５章  緊急時における対応方法  

（緊急時における対応）  

第 21 条  通所介護職員等は、通所介護等の実施中に、利用者の病状に急変、その他緊急事態が生

じたときは、すみやかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に通告しなけ

ればならない。  

   2 利用者に対する通所介護等の提供により賠償すべき事項が発生した場合は、損害賠償を速

やかに行うものとする。  

 

（事故発生時の対応）  

第 22 条  事業所は、事故発生防止の指針を整備し、事故発生の防止に努め、利用者に対する通所

介護等の提供により事故が発生した場合は、保険者、当該利用者の家族、当該利用者に

係る地域包括支援センター、居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに必要な措置を講

じる。また、事故の再発防止に努める。  

   2  事業所は、前項の事故の状況及び事故に際し、とった処置を記録し、その報告と、分析を

通じた改善策を職員に周知徹底する体制を整備する。  

   ３   利用者に対する通所介護等の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を

速やかに行わなければならない。  

   ４   事故発生を防止するため事故防止や事故対応等の検討や研修を行う。  

   ５   上項の措置を適切に実施するための担当者を設置する。  

 

   第６章  非常災害対策  

（非常災害対策）  

第 23 条  事業所は、非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための計画

を作成し、防火管理者または火気・消防等についての責任者を定め、年２回以上定期的に

避難、救出その他必要な訓練を行うものとする。また、訓練の実施に当たっては、地域住民

の参加が得られるよう連携に努めるものとする。  

 

（法令との関係）  

第 24 条  この規程に定めのないことについては、厚生労働省令並びに介護保険法の法令に定めると

ころによる。  

 

（個別計画の提出）  

第 25 条  居宅サービス計画を作成している指定居宅介護支援事業所（地域包括支援センター）から

通所介護（総合事業通所介護）計画の提出の求めがあった際には。当該計画を提出する事

に協力するように努めるものとする。  

 

（その他運営についての留意事項）  

第 26条  通所介護事業所は、職員の質的向上を図るための研修の機会を設け、また、業務体制を整

備する。  

  ２   職員は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。  

  ３   職員であった者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する義務があるため、

職員でなくなった後においてもこれらの秘密を守るべき旨を、職員との雇用契約の内容とす

る。  

  ４   この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は社会福祉法人ささゆり会と事  

業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。  



 

（附則）   

この規程は、平成 12年 4月 1日から施行する。 
 

この規程は、平成 13年 12月 1日から改正施行する。 
 

この規程は、平成 15年 2月 1日から改正施行する。 
 

この規程は、平成 17年 1月 1日から改正施行する。 
 

この規程は、平成 17年 10月 1日から改正施行する。 
 

この規程は、平成 18年 4月 1日から改正施行する。 
 

この規程は、平成 21年 4月 1日から改正施行する。 
 

この規程は、平成 24年 4月 1日から改正施行する。 
 

この規程は、平成 25年 1月 1日から改正施行する。 
 

この規程は、平成 25年 4月 1日から改正施行する。 
 

この規程は、平成 26年 4月 1日から改正施行する。  

この規程は、平成 27年 4月 1日から改正施行する。  

この規程は、平成 27年 7月 1日から改正施行する。  

この規程は、平成 27年 9月 1日から改正施行する。  

この規程は、平成 28年 2月 15日から改正施行する。  

この規程は、平成 29年 3月 28日から改正施行する。  

この規程は、平成 29年 4月 1日から改正施行する。  

この規程は、令和 1年 10月 1日から改正施行する  

この規程は、令和 3年 4月 1日から改正施行する。  

この規程は、令和 6年 6月 1日から改正施行する。  

この規程は、令和 7年 1月 1日から改正施行する。  

  

  

  

  

  

 

  

 

 


